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京都の老舗企業における廃業メカニズムの実証研究 

 

松岡 正 龍谷大学政策学研究科 博士課程後期 

 
1. はじめに 
企業は長期にわたり事業を継続する過程で、技術革新や顧客ニーズの変化、さらには「市

場の消滅」といった劇的な環境変化に直面することがある。こうした激変下においても、100

年を超えて事業を継続してきた企業群が存在し、それらは一般に「老舗」と呼ばれる

(Hontani, 2014; Kubota, 2010; Maegawa & Suekane, 2011)。とりわけ京都には、伝統産

業を中心に長期存続する老舗企業が多数集積している。しかしその一方で、類似の経営資源

や伝統を持ちながらも、環境変化に適応できず廃業に至る事例も決して少なくない1。 

例えばアンゾフの成長マトリクス (Ansoff, 1965/1969)などにおいて、一般的な経営戦

略論に従えば、既存市場が消滅に向かう場合、新製品・新市場へと展開する「多角化」が合

理的な生存戦略となる。しかし、京都に集積する老舗企業においては多くの場合、この多角

化への移行は極めて困難である。なぜなら、代々受け継いできた業態（本業）から逸脱する

ことは、地域社会や同業者から称賛されるどころか、「本業を捨てた」と後ろ指をさされる

リスクを伴うからである。事業を存続させるための合理的な変化が、自らのアイデンティテ

ィや伝統の否定につながってしまうこの構造こそが、老舗企業を縛るジレンマである。本研

究では、こうしたジレンマを抱えつつ事業を存続させてきた老舗企業は、単なる偶然の産物

としての存在ではなく「永続的思考に基づく適応能力の帰結」と捉える。 

既存の老舗企業・長寿企業の研究は、家訓や暖簾の維持、ファミリービジネスとしての長

期志向などに着目し、主に「存続した企業」の生存バイアスのなかで論じられてきた

(Hayashi, 2021)。このような既存研究の「生存バイアス」や「成功事例への偏重」に対し

ては、Kato(2008)も先駆けて警鐘を鳴らしており、環境の激変に適応できず「存続を断念し

た企業」へのアプローチと存続企業との対話（比較）を行って初めて、長期存続の真の優位

性が明確になると理論的に指摘している。 

しかしながら、同じ老舗でありながら、なぜある企業は存続し、別の企業は環境の変化に

適応できず廃業するのかという、両者を分かつ動態的な適応メカニズムを客観的データや

事例から比較検証した実証研究は、現在に至るまで十分に蓄積されているとは言えない。 

本研究は、京都の老舗企業を対象としたアンケート調査による定量的分析と、廃業意向企

 
1 本研究で用いる京都府のアンケートデータを設計し、基礎集計した Tsujita et al. (2025)
は、経営者が 60歳以上の老舗企業において「自分の代で廃業予定」とする割合が

15.6％に達し、日本商工会議所の全国調査（4.1％）と比較して極めて高い水準にあるこ

とを指摘している。とりわけ小規模事業者ほど状況は深刻であり、従業員 4人以下の企

業では実に 4 社に 1 社が廃業を予定しているという実態が報告されている。 
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業へのインタビューに基づく定性的分析を組み合わせて検討し、逆境下における引き際の

選択、つまり廃業のメカニズムを解明する。 

2. 理論的背景とリサーチクエスチョン 
(1) ファミリービジネスと社会情緒的資産（SEW） 

日本の老舗企業の大部分は、一族によって所有・経営されるファミリービジネスである

(Ochiai, 2014)。同族企業にとって企業とは単なる利益創出の道具ではなく「一族の象徴」

であり、彼らは経済的合理性よりも、アイデンティティや一族の支配権といった「社会情緒

的資産（Socioemotional Wealth: SEW）」の保持を優先して意思決定を行う傾向がある

(Gómez-Mejía et al., 2007, 2011)。 

しかし、SEWを単一の概念として捉えることには限界が指摘されており、Miller and Le 

Breton-Miller(2014)は、身近な一族の短期的利益や現状維持を優先し組織の硬直化を招く

「限定的 SEW」と、ステークホルダーとの関係性を重んじ長期的な革新を志向する「拡張的

SEW」の 2つに概念を分類した。この視座は、同じ老舗がなぜ過去に囚われて廃業するのか、

あるいは自己変革を遂げて存続するのかというパラドクスを解き明かすための重要な枠組

みとなる。Seo and Lee(2023)は、このような SEWの概念は、世界有数の長寿企業大国であ

る日本における「老舗企業」の存続メカニズムと深く結びついていると指摘している。 

(2) リサーチクエスチョンの提示 

既存研究が抱える生存バイアスを克服するため、本研究は以下のリサーチクエスチョン

（RQ）を設定する。  

RQ: 市場の消滅など環境の激変に直面する京都の老舗企業において、廃業意向を持つ企

業と革新に取り組み存続の意向を持つ企業を分かつ要因は何か。とりわけ、社会情緒的資産

（SEW）の保持と市場適応はいかにして両立し得るのか。 

 

3. 研究方法 
本研究は、定量的アプローチと定性的アプローチを組み合わせた検討により、老舗企業の

廃業メカニズムを多角的に検証する。 

(1) 定量的アプローチ（アンケート調査の二次分析）  

本研究では、京都府から「京の老舗」として表彰された創業 100 年以上の企業を対象とし

たアンケート調査（有効回答 527社）の二次データ使用許可を得て、これを用いた。このう

ち、事業継続の意向に関する回答に基づき、対象を「存続意向グループ（約 460 社）」と「廃

業意向グループ（65 社）」の 2群に分類し、経営課題の認識や経営革新（変えたくない〜大

きく変えた）の実践度について、カイ二乗検定、t検定、および単変量ロジスティック回帰

分析を実施した。本研究の統計分析には、IBM SPSS Statistics バージョン 31 を使用した。 

なお、本分析では廃業グループのサンプルサイズが 65 社と限定的であり、多変量モデル

に複数の説明変数を同時投入した場合、events per variable（EPV）が推奨される 10 を下

回る恐れがあるため、本研究では各変数の独立した効果を確認する探索的分析として単変
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量ロジスティック回帰を採用した。多変量モデルによる交絡の統制は今後の課題である。ま

た「存続意向グループ（約 460 社）と廃業意向グループ（65 社）の間にはサンプルサイズ

の不均衡が存在する。ロジスティック回帰分析は、線形回帰と異なりサンプル比率の不均衡

に対して比較的頑健であることが知られているが (King & Zeng, 2001)、本分析の結果解

釈においてはこの点に留意する必要がある。 

(2) 定性的アプローチ（半構造化インタビューと M-GTA）  

定量分析で示された傾向の背後にある動態的メカニズムや経営者の主観的解釈を解明す

るため、廃業意向企業 7社2に半構造化インタビューを実施した。「後継者への承継断念」や

「廃業の受容」といった心理的かつ文脈依存的な意思決定プロセスを抽出するため、社会的

相互作用や当事者の意味づけの解明に優れる修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ

（M-GTA）を採用し (Aoki, 2025; Kinoshita, 2007)、概念生成とプロセス分析を行った。 

 

4. 定量分析の結果 
老舗企業における「存続」と「廃業」の分岐点を明らかにするため、有効回答 527社のう

ち「存続意向グループ（約 460 社）」と「廃業意向グループ（65 社）」の 2 群に対し、経営

課題の認識と経営革新の実践の両面から定量分析を実施した。 

(1) 廃業を決定づける「経営課題」の特定（カイ二乗検定） 

認識している経営課題にグループ間で差異があるかを検証するため、カイ二乗検定を行

った。その結果、廃業意向グループにおいて選択率が有意に高かった課題は「人材確保（p 

=.003）」「事業承継（p =.015）」「資金繰り（p =.026）」の 3項目であった。この結果から、

単なる後継者不在だけでなく、人材確保難が生産性を損ない、資金繰りの悪化を招き、最終

的に廃業意向へと至る連鎖的な構造が推察される。 

(2) 存続を支える「経営革新」の実践度（t検定） 

次に、現経営者による経営革新（尺度は 1:変えたくない〜4:大きく変えた）の実践度に

ついて、各項目を連続尺度として t検定を行った。その結果、全 20項目のうち 9項目にお

いて、両グループの平均値間に有意な差が確認された（表 1）。具体的には、「人事制度や人

材育成方法(p < .001)」や「危機管理体制・リスク管理体制(p = .001)」といった手段に関

わる項目において、存続グループの相対的に積極的な変革姿勢が確認された。さらに特筆す

べきは、「社是・社訓・家訓等（p < .001）」や「信用第一・コンプライアンス重視（p = .002）」

といった理念に関わる項目における差異である。両グループともに平均値は 1（変えたくな

い）に近く、老舗企業としての理念を強固に保持する姿勢は共通している。しかし、廃業グ

ループが 1.11 や 1.19 という極めて不変の姿勢（硬直化）を示しているのに対し、存続グル

 
2 廃業グループのインタビュー対象先は、アンケートにおいて「経営課題がある」と回答

し、かつカイ二乗検定で同グループの選択率が有意に高かった 3項目（人材確保、事業

承継、資金繰り）のいずれかを選択した企業 37社を抽出し、京都府を通じて協力を依

頼した結果、7社から承諾を得た（承諾率 18.9%）。 
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ープは 1.39 や 1.48と、有意に高い値を示した。これは、存続グループが理念そのものは守

りつつも、時代に合わせた再解釈の余地や柔軟性をわずかに残していることの表れである

と推察される。 

 

表 1：経営革新の実践度におけるグループ間の平均値の差（t検定結果抜粋） 

 

注1) *従属変数：事業承継ダミー（1＝存続、0＝廃業）。各項目は「1：変えたくない」から

「4：大きく変えた」の 4段階連続尺度。P値は等分散を仮定しない Welch の t検定の数

値を採用。 

 

(3) 事業存続を規定する要因（ロジスティック回帰分析） 

さらに、どの経営革新の取り組みが企業の存続確率に影響を与えるかを検証するため、存

続意向グループ（1）、廃業意向グループ（0）を目的変数とする単変量ロジスティック回帰

分析を実施した（表 2）。「人事制度や人材育成方法（オッズ比 2.204, p < .001）」や「危

機管理体制・リスク管理体制（オッズ比 2.034, p < .001）」の変革志向が、有意に存続意

向確率の高さと関連していることが示唆された。注目すべきは、老舗企業の SEWの象徴とも

言える「社是・社訓・家訓等（オッズ比 1.835, p = .021）」の項目においても、変革志向

が高い企業ほど存続確率が有意に高まるという正の関連が示された点である。 

以上の定量分析から、老舗企業が生き残るためには、人材・資金の枯渇を防ぐ合理的なリ

スク管理手法のアップデートだけでなく、伝統（社是・社訓・家訓等）や理念のレベルであ

っても過去のやり方に盲目的に固執せず、環境に合わせて再解釈を試みる「柔軟性」が重要

であることが示唆された。しかし、定量データのみでは「なぜ特定の企業は危機下において

合理的な変革や SEW の柔軟なマネジメントがうまくいかず、硬直化・廃業へと至るのか」、

あるいは「廃業という結論に至る経営者の内面において、どのような意味づけが行われてい

るのか」という動態的プロセスは明確となっていない。次章では、この「廃業に至るメカニ

ズム」を解明するため、自身の代で廃業意向を持つ企業 7社の経営者を対象とし、M-GTA に

よる定性分析の結果を提示する。 
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表 2：廃業リスクに対する単変量ロジスティック回帰分析 

 

注 1) 独立変数：現経営者の代になってからの各項目の変革程度（1:変えたくない, 2:変えたい, 

3:少し変えた, 4:大きく変えた）。従属変数：事業承継ダミー（1＝存続、0＝廃業）。各変数を独

立して投入した単変量モデルの結果。 

注 2) ***p < .001, **p < .010, *p < .050 

 

5. 定性分析（M-GTA）の結果：老舗企業の廃業のメカニズム 
定量分析で示唆された「合理的なリスク管理と SEWマネジメントの重要性」を前提としつ

つ、なぜ老舗企業が最終的に廃業の意向や、あるいは事業承継の断念という意思決定に至る

のか、そのプロセスを M-GTA の手続きに基づき継続的比較分析を行った。分析の過程では、

5社目の時点で主要なカテゴリー（4階層の構造）と概念間の関係性がほぼ安定し、6社目・

7社目のデータは既存の概念を補強・精緻化するものであったが、新たなカテゴリーや概念

の生成には至らなかった。とりわけ、環境圧力に対する適応のバリエーション（固執から合

理的適応まで）および SEWの最終的な処遇（積極的遮断から逆説的存続）という主要な対立

軸が網羅されたことを確認し、本研究の文脈において理論的飽和に達したと判断した。これ

ら 23 概念3の関係性を構造化した結果、環境激変下における生存戦略と廃業のメカニズムを

示すプロセスモデル（図 1）が生成された。 

本モデルは、企業を取り巻く「外的制約」（第 1階層）から始まり、それに対する「生存

戦略の分岐」（第 2階層）、「決断を迫るトリガー」（第 3階層）、そして最終的な「SEWの処

遇」（第 4階層）という 4つの段階で構成される。以下、各プロセスの詳細を記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 23概念については付表として文末に添付する。 
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図 1：環境激変下における老舗企業の存続と廃業のメカニズム 

 

 

(1) 外的制約と生存戦略の分岐  

老舗企業が直面する最大の危機は、単なる売上の減少ではなく「地域エコシステムの連鎖

的崩壊と市場の硬直化」である。分業制で成り立つ多くの京都の老舗企業においては「代替

不能な単一工程（工場）の喪失」がサプライチェーン全体の機能不全を引き起こす。一企業

がどれほど努力しても抗えないこの構造的なエコシステムの崩壊が、すべての引き金の根

底にある。 

この環境圧力に対し、企業の生存戦略は大きく 2つに分岐した。第一は「手段（職人・伝

統）への固執と過剰適応」である。過去の成功体験から自らのアイデンティティを特定の技

術や顧客層に限定しすぎた結果、異業種転換の思考を排除し、環境変化への対応を先送りし

続けた結果、漸進的に競争力を喪失していくプロセスである。第二は、これと対極にある「自

社事業の客観視に基づく純粋化と合理的な適応」である。自社の事業を「在庫を持たない技

術商売」や「高付加価値ニッチ」へと合理的に再定義し、既存の非顧客や不採算事業を切り

捨てることで、環境激変を見事に生き延びる企業を指している。 

(2) 業績漸減と身体的限界による不可逆的限界および血縁・後継者の不在 

しかし本分析において特筆すべきは、前述の戦略的適応に失敗した企業だけでなく、合理

的なイノベーションに成功し収益化を果たした企業（例えば清水焼の器専門店など）であっ

ても、最終的には事業存続を阻む共通の構造的限界に直面するという事実である。それが

「業績の漸減と身体的限界による不可逆的な限界」および「血縁・後継者の不在」である。

老舗企業特有の極限まで属人化したビジネスモデルは、経営者の加齢や病気という個人の

ライフサイクルの限界を迎えたときに、もはや後戻りや回復のきかない状況に陥りやすく、
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事業の永続性を根底から揺るがす直接的な引き金となる。 

(3) 最終的な SEW の処遇と引き際の選択（4つのルート）  

この不可逆的な限界点（トリガー）を通過した老舗企業は、最終的にどのような決断を下

すのか。本分析では「家（看板）の存続に対する執着」と「業（ビジネス）の存続に対する

執着」の有無という 2 つの基準を軸として分類した結果、単なる「後継者難による自然廃

業」という一般的な解釈を覆す、4つの明確なルートが見出された。 

ルート A：象徴的存続（看板への執着）  

第一のルートは、本業の喪失を許容してでも、血縁や第三者を通じて「家（看板）」を残

すことに執着する「象徴的存続」である。数珠製造業の会社では、労働供給基盤の崩壊から

用途転換の限界を悟りつつも「99%違う仕事になったとしても、それが 0.1%でもいいから数

珠屋が残ればいい」と語り、業（形）を捨ててでも家（看板）の延命を目指す姿勢が見られ

た。これは極めて拡張的な SEWの形態である。アンゾフの成長マトリクスの多角化、つまり

京都の伝統産業のジレンマを脱却してでも看板を残す執着といえる。 

ルート B-1：積極的遮断（負の遺産からの保護）  

第二のルートは、次世代（血縁）を重んじるがゆえに、あえて家業の存続という現状維持

の限定的 SEWを意図的に断ち切る「積極的遮断」である。染工場や仕出し料理店、呉服の悉

皆業の経営者は、自社のビジネスモデルの限界やエコシステムの崩壊を冷静に見極め、事業

を「次世代を縛り付ける負の遺産」と定義した。仕出し料理店の経営者による「借金の状態

のお店を子どもに継がせるみたいなことは全く勇気がなくて」という語りに象徴されるよ

うに、これは敗北としての廃業ではなく、愛情と責任に基づく倫理的かつ合理的な撤退戦略

である。 

ルート B-2：運命の受容（静かなる終幕）  

第三のルートは、血縁が途絶えることを理由に、第三者承継の道を拒絶して自分の代で終

焉を受け入れる「運命の受容」である。特筆すべきは、ニッチ戦略に最適化し成功を収めた

清水焼の器店が直面した「過剰適応のパラドックス」である。経営者が語った「非常に個人

的な個性を全面に打ち出さないとやっていけない仕事」に純化しすぎた結果、組織的な事業

承継が事実上不可能となり、静かに廃業を受容せざるを得ないという、イノベーションの残

酷な限界点が示された。 

ルート B-3：逆説的承継（強要の排除がもたらす存続可能性）  

最後のルートは、本分析における最大の特異点である。写真館の経営者は「家業を継がせ

る」という限定的 SEWの呪縛にとらわれず、アンケートの回答時点では自身の代での「自然

消滅」を柔軟に受容していた。しかし「小さい頃から跡を継ぎなさいというのは一切言って

こなかった」という承継強要の排除、つまり心理的余白があったからこそ、逆に次世代とな

る次女が自発的に家業の価値を再発見し、事業存続の可能性が芽生えつつあることがイン

タビューで語られた。親が執着を手放したことで次世代が自律的に戻ってくるという、SEW

の柔軟性がもたらす逆説的な存続のメカニズムである。 
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6. 考察（定量・定性両分析に基づく検討）  

本研究は、京都の老舗企業を対象とした定量的データと定性的データを組み合わせた検

討により、環境激変下における廃業のメカニズムの実証的な解明を試みた。定量・定性の両

分析の結果を多角的に考察することで、既存のファミリービジネス研究における「社会情緒

的資産（SEW）」の捉え方に対し、新たな理論的視座を提示する。 

(1)「伝統への固執」がもたらす存続と廃業のパラドックス  

定量分析（ロジスティック回帰分析）では、「社是・社訓・家訓等」といった理念のレベ

ルであっても、過去のやり方に盲目的に固執せず、環境に合わせて再解釈を試みる（変革志

向が相対的に高い）企業ほど、存続確率が有意に高まることが示された。この結果は、老舗

企業が生き残るためには、伝統の絶対視による硬直化を避け、時代に合わせた柔軟なアップ

デートが不可欠であることを示唆している。 

こうした定量的な知見は、定性分析（M-GTA）で浮き彫りになったプロセスと整合してい

る。定性分析において廃業を招いた最大の要因は、特定の技術（染色技法など）や特定の顧

客層に対するアイデンティティの硬直化、すなわち Miller and Le Breton-Miller（2014）

が指摘する「限定的 SEW」への過度な固執であった。職人としてのアイデンティティや特定

のこれまでの顧客層に固執しすぎた企業（染工場や紙・文具店など）は、イノベーションの

動機を失い、環境の変化に適応できずインタビュー時点ではすでに廃業に至っていた。また、

ニッチ戦略に過剰適応した清水焼器店のように、専門性の極限化が極度な属人化を招き、結

果として組織的承継を事実上不可能にするというパラドックスも確認された。 

すなわち、定量・定性の両分析は共通して、環境激変下においては手段や過去の成功体験

への執着（限定的 SEWへの固執）は存続を支えるものではなく、廃業に至る硬直化を招く要

因となり得ることを示している。 

(2) ファミリービジネス研究への理論的貢献：「執着の放棄」がもたらす逆説的承継  

本研究の最大の理論的貢献は、老舗企業の「廃業」を、単なる環境不適応や経営的失敗と

してではなく、経営者の自社事業の客観視に基づく「倫理的かつ合理的な SEWのマネジメン

ト」として再定義した点にある。 

M-GTA で抽出された「積極的遮断」（染工場、呉服の悉皆業、仕出し料理店）や「運命の受

容」（紙・文具店、清水焼器店）のプロセスは、自社のビジネスモデルの限界や、エコシス

テムそのものの崩壊（単一工程の喪失や内職システムの機能不全）というマクロ環境の崩壊

を冷静に見極めた結果である。彼らは「家業の永続」という限定的 SEWの呪縛から次世代の

家族を解放・保護するために、あえて事業承継の扉を閉ざし、自身の代での終幕を受容して

いた。これは、経済的合理性を持たない「負の遺産」の連鎖を断ち切るための、積極的な撤

退戦略であると評価できる。 

さらに「逆説的承継」（写真館）が示すように、「家業を継がせる」という親世代の強要（限

定的 SEWへの執着）を排除し、廃業の可能性を柔軟に受容する態度こそが、逆説的に次世代

の心理的余白を生み出し、自律的な「家業の価値再発見」つまり事業存続の可能性を引き出
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すプロセスが示唆された。 

総じて、創業から 100 年以上を経過した老舗企業がさらに存続するため、あるいは美しく

幕を引くためには、理念や純粋な技術といった「守るべきもの」と、環境の変化によっては

固執や承継への執着という「捨てるべき手段」を取捨選択する柔軟性が不可欠である。これ

までのファミリービジネス研究は革新的な企業に着目した生存バイアスに主眼を置いてき

たが、本研究は廃業意向企業を出発点とすることで、「執着を手放す柔軟性」すなわち SEW

の意図的放棄こそが、結果として次世代を守り、あるいは真の復元力を創出するメカニズム

として機能し得ることを提示した。 

 

7. 結語 

本研究は、京都の老舗企業を対象に、アンケート調査とインタビュー調査を組み合わせた

アプローチによって、環境激変下における廃業のメカニズムを検討した。定量分析と定性分

析の統合を通じて、老舗企業における「社会情緒的資産（SEW）」の捉え方が、廃業と存続の

反転を分かつ核心的なメカニズムであることを浮き彫りにした。 

(1) 実務的示唆  

本研究の知見は、存続の危機に直面する老舗企業の経営者および、それらを支援する行

政・金融機関に対し、重要な実務的示唆を提供する。第一に、経営者にとって「事業を畳む

こと」は、必ずしも経営努力の不足や敗北を意味するものではない。本研究が示したように、

それは自社の限界やエコシステムの崩壊を直視し、次世代を負の遺産から守るための「倫理

的かつ戦略的な意思決定（積極的遮断）」になり得る。第二に、事業承継を支援する機関は、

盲目的に M&A や第三者承継の推進などの存続を前提とした一律の支援を行うべきではない。

経営者が家族とビジネスに対してどのような執着を抱いているかを深く理解し、場合によ

っては「誇りある前向きな廃業の受容」を支援することや、親世代に「承継の強要を手放さ

せる」ことこそが、結果として次世代の自発的な事業関与を引き出す有効なアプローチとな

り得る。 

(2) 研究の限界と今後の課題  

本研究の限界として、分析対象が京都の小規模な老舗企業に限定されている点が挙げら

れる。京都という特有の文化資本や強固な分業ネットワークを持つ地域で抽出されたプロ

セスモデルが、他地域や異業種のファミリービジネスにどの程度一般化できるかについて

は、慎重な検討が必要である。今後の課題として、本研究で構築した M-GTA のプロセスモデ

ルを基盤とし、より広範な地域・業種での定量的な仮説検証を行うことが求められる。 

また、本研究は廃業メカニズムに着目しているため存続の意向を持つグループに関する

実証研究が十分になされていない。特に定量分析の t 検定やロジスティック回帰分析によ

って明らかになった存続グループの意思決定についてはさらなる調査が必要である。 

加えて、環境変化に対して能動的な行動姿勢やリスクテイキングを主導する「企業家的志

向性 (Entrepreneurial Orientation: EO）」の観点を取り入れる必要がある (Yamada, 
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2020)。SEWの意図的放棄と EOがいかなる相互作用を及ぼし、老舗の次なるイノベーション

を創出するのかを解明することが、今後の老舗企業研究、ファミリービジネス研究における

重要な展望となる。 

 

 

付表 1：M-GTA により抽出されたプロセス階層・概念および該当事例一覧 
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Abstract: This study investigates the mechanisms underlying survival and business 
closures among long-established firms in Kyoto facing severe environmental shifts. By 
combining quantitative survey data (n=527) collected by Kyoto Prefecture and qualitative 
interview data from seven firms planning to close, we analyzed them employing a 
modified grounded theory approach (M-GTA). Quantitative results indicate that a 
willingness to flexibly reinterpret socioemotional wealth (SEW), such as corporate 
philosophies, is significantly associated with a higher probability of survival. Consistent 
with this, qualitative analysis reveals the "trap of restricted SEW," where rigid adherence 
to tradition leads to strategic failure and eventual closure. Furthermore, we identified four 
distinct closure routes, suggesting that business closure is not merely a managerial failure 
but often an ethical, rational strategy to protect the next generation from negative legacies. 
Paradoxically, eliminating the pressure of succession (intentional relinquishment of 
SEW) can create psychological space that induces voluntary succession by the next 
generation. This study contributes to family business literature by redefining business 
closure and highlighting the flexibility to let go of SEW as a core mechanism for 
resilience. 
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